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茨城県規則第43号

　茨城県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。
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に、車両を当該業務の使用に限定することが必要となる。

　このため、当該業務の遂行にあたっては、上記の要件を具備していることが前提となるため、既に専用バスを備

え、配車することが可能な業者に委託する必要があるため。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
　

　

指　　　　　示

　

（茨城海区漁業調整委員会）

茨城海区漁業調整委員会指示第２号

　茨城県海面におけるひき縄釣（釣糸及び釣針を有する漁具を、船舶を使用してひきまわして行う釣漁法をいう。）

により水産動物を採捕する場合について、漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項の規定に基づき、次のとお

り指示する。

　　　令和５年５月25日

茨城海区漁業調整委員会　　　　　

会長　　髙　　濱　　芳　　明　　

　（採捕の制限）

１　茨城県海面漁業調整規則（令和２年茨城県規則第73号、以下「調整規則」という。）第41条第１項第６号に掲げ

る海域において、ひき縄釣により水産動物を採捕する者は、茨城海区漁業調整委員会（以下「委員会」という。）

の承認を受けなければならない。

　なお、漁業者が漁業を営むために行う場合又は漁業従事者が漁業者のために従事して行う場合はこの限りでな

い。

　（承認の対象）

２　１の承認の対象は、次のいずれかに該当するものとする。

　敢　試験研究又は教育実習のためひき縄釣により水産動物を採捕しようとする試験研究機関又は教育機関等（以下

「試験研究機関等」という。）

　柑　トローリング大会等のイベントを開催し、参加者にひき縄釣による水産動物の採捕をさせようとする者（以下

「イベント主催者」という。）

　（承認の基準）

３　１の承認は、対象ごとに次に掲げる要件を全て満たしている場合に行うものとする。

　敢　試験研究機関等

　　ア　当該漁法を用いることにより、水産資源の保護培養及び漁業調整上重大な支障が生ずる恐れがないこと。

　　イ　ひき縄釣を行う予定の海域における海面の利用について、当該海域における海面を利用する県内の関係する

漁業協同組合の同意を得ていること。

　柑　イベント主催者

　　ア　当該漁法を用いることにより、水産資源の保護培養及び漁業調整上重大な支障が生ずる恐れがないこと。

　　イ　ひき縄釣を行う予定の海域における海面の利用について、当該海域における海面を利用する県内の関係する

漁業協同組合の同意を得ていること。

　　ウ　イベントの実施について、開催地の漁業協同組合の同意を得ていること。

　　エ　イベントが茨城県内に所在する漁港、マリーナを根拠地として行われるものであること。
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　　オ　イベントの実施について根拠地となる漁港、マリーナの管理者の同意を得ていること。

　　カ　日の出から日没までの間の採捕であること。

　　キ　県内に根拠地のある団体が主催又は共催するイベントであって、イベントが開催される市町村の後援がある

こと。

　　ク　委員会指示及び関係法令等の遵守に係る誓約を行うこと。

　　ケ　参加者等に茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号から同条第３号に規定する者

を含まないこと。

　（条件）

４　委員会は、１の承認をするに当たり、対象ごとに次に掲げる条件を付けることができる。

　敢　試験研究機関等

　　ア　採捕実績の報告

　承認を受けた者は、採捕期間終了後１月以内に、別に定める様式により採捕実績を委員会に報告しなければ

ならない。

　　イ　承認の取り消し

　委員会は、承認を受けた者がこの指示の内容に違反したとき又は水産資源の保護培養もしくは漁業調整上必

要があると認めるときは、承認を取り消すことができる。

　　ウ　承認証の携帯

　承認を受けた者は、ひき縄釣により水産動物を採捕するときには、当該承認証を携帯しなければならない。

　　エ　その他の制限又は条件

　その他委員会が必要があると認めるときは、更に制限又は条件を付することがある。

　柑　イベント主催者

　　ア　採捕実績の報告

　承認を受けた者は、採捕期間終了後１月以内に、別に定める様式により採捕実績を委員会に報告しなければ

ならない。

　　イ　承認の取り消し

　委員会は、承認を受けた者及び参加者がこの指示の内容に違反したとき又は水産資源の保護培養もしくは漁

業調整上必要があると認めるときは、承認を取り消すことができる。

　　ウ　承認を受けた者の責務

　　　　イベント主催者は、当該イベントに参加する者に対し、次に掲げる事項を遵守させなければならない。

　　　契　委員会指示及び漁業法並びに茨城県海面漁業調整規則等の関係法令に反する行為をしないこと。

　　　形　入出港時の徐行、見張り人員の確保、救命用具の着用等必要な対策の実施により、安全を確保すること。

　　　径　漁業者の操業及び航行を妨げる行為をしないこと。

　　　恵　イベント主催者が作成し委員会の承認を受けた統一図案の標識旗を、イベントに参加し航行している間、

船舶の外部から見やすい箇所に掲げること。

　　　慶　イベントに参加し航行している間、委員会が交付した承認証の写しを携帯すること。

　　　慧　操業船の位置から３マイル以内を航行しないこと。

　　　憩　使用する船舶にＡＩＳ（船舶自動識別装置）を設置し、イベントにおいて航行している間常時稼働させる

こと。

　　エ　採捕禁止期間

　７月１日から９月30日までの土日祝日以外の日は、ひき縄釣を行ってはならない（ただし８月18日はその限
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りでない。）。

　　オ　採捕対象生物

　　　　カジキ類以外の水産動物を採捕してはならない。

　　カ　その他の制限又は条件

　　　　その他委員会が必要があると認めるときは、更に制限又は条件を付することがある。

　（指示の有効期間）

５　この指示の有効期間は、令和５年６月１日から令和６年５月31日までとする。

　（取扱の細目）

６　この指示の定めるもののほか取扱の細目については、ひき縄釣採捕承認取扱要領に定めるところによる。
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正　　　　　誤

　

　令和５年３月14日付け茨城県報号外第11号中次のとおり誤りがあったので訂正する。
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